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問 題 

犯罪不安の問題 近年の日本では，刑法犯認知件

数の実態に反して，自分や家族の犯罪被害への不

安（犯罪不安）が高い水準を維持していると言わ

れる（島田，2008）。現実に反した不安は，社会

的にも，個人的にも，弊害をもたらす。例えば，

Hartnagel（1979）は，犯罪不安が高いほど，居住

地域への主観的満足感が低下するという。また，

Stafford, Chandola, & Marmot（2007）は，犯罪不安

が高まるほど，日常的な抑うつ感が高いという。 

しかし，一概に，犯罪不安を感じることが悪い

こととは言い切れない。例えば，犯罪不安は，危

険な地域を避けることなど回避的対策をもたらす

といわれる（Skogan & Maxfild, 1981）。つまり，

不安を感じることで，我々は危険を回避し，安全

を担保している。それゆえに，不安を完全になく

すより，現実に即した程度に改善することが求め

られる。そのために必要なのは，“犯罪の減少”

と“不安の増大”という矛盾が生じるメカニズム

の解明することである。 

こうした矛盾が生じるメカニズムの一つとして

考えられるのが，“犯罪情報の影響”である。我々

が自分で体験し，確認できる範囲は狭く，外部の

情報を受け取らなくては社会を知ることは難しい。

我々は外部から犯罪情報を得ることで，社会全体

や身辺の状況を理解しており，こうした情報が犯

罪不安に影響を及ぼす可能性は十分に考えられる。 

マス・メディアへの長期的・反復的な接触が犯罪被害

リスク認知や犯罪不安に及ぼす影響 マス・メディ

アへの長期的で反復的な接触が，犯罪被害リスク

認知や犯罪不安に及ぼす影響については，多くの

研究がなされてきた（Hale,1996）。我が国でも，

国民の多くが犯罪の情報をマス・メディアから得

てり（内閣府，2007），マス・メディアが伝える

情報が，犯罪被害リスク認知や犯罪不安に影響を

及ぼしている可能性は否定できない。 

そうしたこれまでの数々の研究を整理した，

Heath & Gilbert（1996）は，調整・媒介変数が存在

する可能性はあるが，マス・メディアへの接触は

犯罪不安に影響を及ぼすと結論付けている。我が

国でも，荒井・藤・吉田（2010）が，マス・メデ

ィアへの長期的・反復的な接触は，視聴内容から

インパクトを受ける過程を介して，全般的に犯罪

不安を高めることを示しており，荒井（2011）で

も，マス・メディアへの接触と犯罪不安には何ら

かの関連があることが指摘されている。 

他者との会話が犯罪被害リスク認知や犯罪不安に及

ぼす影響 その一方で，我々は，必ずしもマス・

メディアのみから犯罪情報を得ているわけではな

く，多様なチャンネルを通して情報を得ている。

実際，内閣府（2007）によれば，治安や犯罪に関

する情報の入手先として，テレビや新聞に次いで

多く挙げられているのが，家族や友人との会話で

ある。また，Rosenbaum & Heath（1990）でも，犯

罪情報の情報源として，マス・メディアの他に，

他者との会話で得られる情報が挙げられている。 
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身近な他者から得られる情報の場合，マス・メ

ディアの情報と比べて，身近な話題が話されるこ

とが多い可能性がある。また，Busselle（2003）は，

犯罪に関連したテレビへの接触時間が多いほど，

他者との日常会話が増えることを示している。こ

れを踏まえると，マス・メディアの報道内容を自

分の感情や考えを踏まえて，あるいは拡大解釈的

に強調して頻繁に話すことで，マス・メディアが

伝える情報以上に，話者間でインパクトのある情

報伝達がなされる可能性がある。実際，Tyler（1980，

1984）は，家族や友人と犯罪について頻繁に話を

するほど，自らの被害可能性を高く見積もること

を指摘している。こうした観点から，本研究では，

他者との会話が，犯罪被害リスク認知や犯罪不安

に及ぼす影響について検討することとした。 

ただし，一概に他者との会話が犯罪被害リスク

認知や犯罪不安を高めるとは言い切れない。例え

ば，自分のことを他者に話すことには，情動発散

機能や不安低減効果があると指摘される（榎本，

1997）。また，トラウマ体験を他者に話すことで，

体験による苦痛が低減する（Pennebaker, 1997 余

語 2000）。こうした会話の機能を踏まえると，

むしろ他者との会話がカタルシス的に作用して，

犯罪不安を低減する可能性も考えられる。 

いずれにしても，犯罪情報の情報源として，他

者との会話が，多くの市民に挙げられることを踏

まえると（内閣府，2007），他者との会話が犯罪

被害リスク認知や犯罪不安に及ぼす影響を検討す

ることも重要である。 

犯罪不安の測定 従来の多くの研究で，犯罪不安

を測定するために用いられている方法が，夜間の

一人歩きに対する不安を問う方法であった。一方，

Ferraro & LaGrange（1987）は，このような方法で

は，被害に対する認知と不安とを区別できないと

いう問題を指摘した上で，認知と感情を区別し，

各々を罪種ごとに問う方法を提案している。従来

の多くの研究が，いずれかの方法を用いているが，

これらは身近な範囲（個人的水準）での認知や感

情である。それゆえに，これらの方法では，社会

全体に対する不安や不信感は測定できない。 

このような問題意識から，荒井・藤・吉田(2010)

では，犯罪被害リスク認知と不安感情との区別に，

測定水準として社会的水準と個人的水準を想定し，

4 側面から犯罪不安を捉えている。この考えに基

づき，本研究でも，犯罪被害に対する認知と感情

とを区別し，かつ測定の水準として個人的水準と

社会的水準とを想定し，犯罪情報との関連を検討

する。これによって，Tyler（1980）の指摘するよ

うに，犯罪情報を伝える媒体によって，我々が受

ける影響が異なるのかどうかが検討できる。 

 

目 的 
以上を踏まえて，本研究では，他者との会話，

マス・メディアの両面から犯罪情報を捉え，犯罪

情報への接触が，犯罪不安の 4側面に及ぼす影響

を検討することを全体的な目的とした。 

この全体的目的を達成するために，具体的に以

下の 3つの目的を立てた。第一は，他者との会話

と犯罪不安の 4側面との関連を分析する。第二は，

他者との会話とマス・メディアへの接触とを同時

に考慮して，犯罪不安の 4側面との関連を検討す

る。そして第 3は，そもそも日常生活でどのよう

な会話がなされているのかについて把握する。な

お，本研究では，愛他的不安の問題を考慮して

（Warr, 1992），犯罪問題が身近で重要な問題と

考えられる幼児をもつ母親を対象とした。 

 

方 法 

調査対象者 インターネット調査会社“goo リサ

ーチ”のモニタの中から，3～12 歳の子どもを持

つ母親を対象にインターネット調査を実施した。

具体的には，“goo リサーチ”の保有する 3～12
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歳の子どもを持つ母親モニタに対して，調査依頼

と調査ページの URL を記載したメールを配信し

た。そして，同意の得られた回答者に，ウェブ上

で質問に回答を求めた（なお，回答に対する謝礼

として，ウェブ上でのポイントを付与した）。回

答者は，全国を 10ブロック（北海道，東北，関東，

甲信越，北陸，東海，近畿，中国，四国，九州・

沖縄）に分割し，各ブロックが均等になるように

回答者を確保した。以上の手続きに従い，最終的

に幼児の母親 430名から回答を得た。 

質問項目 質問項目は以下の通りである。 

（１）犯罪に対する認知・感情反応 荒井・藤・

吉田(2010)に基づき，社会的水準の認知と感情と

して“治安悪化認知”3 項目，“社会的不安”3

項目，個人的水準の認知と感情として“犯罪被害

リスク認知”3項目，“個人的不安”3項目，そし

て“楽観的認知”6 項目を用いた。なお，楽観的

認知については，“被害への遭遇の楽観視”と“対

処の楽観視”の各々について 3項目を作成した。

また“子ども被害リスク認知”3 項目，“子ども

の被害不安”4 項目を用いた。回答は，認知につ

いて，“全くそう思わない”から“非常にそう思

う”まで，感情について，“全く感じない”から

“非常に感じる”までの 6段階で回答を求めた。 

（２）子どものための防犯対策 荒井・藤・吉田

（2010）を参考に，子どもへの教育，防犯グッズ

携帯，親の連携，地域の取り組みなど 19項目を作

成し，“その他”と併せ，合計 20項目を作成した。

回答の際には，現在，子どものために実施してい

る対策を全て回答するように求めた（MA）。 

（３）マス・メディアへの接触頻度 荒井・藤・

吉田（2010）に基づき，TV，新聞，インターネッ

ト，ラジオ，雑誌のニュース番組・記事に，どの

程度接しているかを尋ねた。回答は，“全く視聴

していない”から“非常に頻繁に視聴している”

までの 6段階で回答を求めた。 

（４）他者との会話 先行研究を参考に，四つの

観点から他者との会話を測定した。 

特定の他者との会話量：特定の他者との会話量と

して，ネームジェネレータを用いた測定を行った。

ネームジェネレータとは，回答者に特定の他者を

複数思い浮かべてもらい，各人について，会話の

頻度やコミュニケーションに用いるツール，回答

者との関係についてのデータを収集する方法であ

る（小林・池田，2007）。本研究では，小林・池

田（2007）を参考に，回答者に“家族以外でよく

話をする人”を 4人想起してもらい，各人との関

係性や，会話の頻度について回答を求めた。 

具体的には，まず，回答の精度を担保するため

に，上記の 4人を思い浮かべるとともに，それぞ

れの人のイニシャルの回答を求めた。次に，想起

した各他者の属性に回答を求めた1。また，各人に

ついて“直接会って話す頻度”，“携帯電話のメ

ールでやり取りする頻度”，“パソコンのメール

でやり取りする頻度”への回答を求めた（4件法）。

そして，最後に，各人について，直接的な会話，

携帯やパソコンのメールで，“居住地域での犯罪”，

“居住地域の防犯活動”，“子どものための防犯

対策”，“マス・メディアで話題になった犯罪”，

“警察に対する不満”のそれぞれをどの程度話す

かについて回答を求めた（5件法）。 

携帯電話アドレスの人数：第二は，ネットワーク

の客観的指標として，携帯電話の登録件数を測定

した。具体的には，全般的なネットワークについ

て，①属性を問わず，携帯電話に登録している全

人数に回答を求めた。また，母親ネットワークに

ついて，②携帯電話に登録している人のうち，母

                                                        
 
1 属性として，“居住地域”，“性別”，“知り合ってか
らの年月”に回答を求めた。なお，小林・池田（2007）で
は，想定した他者 1人当たりを 1ケースとして分析してい
るが，本研究では重要な他者との会話の全体的な量を検討

するために，重要な他者との会話を加算して分析に用いた。 
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親友達の人数について回答を求めた。 

主観的な会話相手の数：第三は，子どもの安全や

防犯対策について話す相手の数に回答を求めた。

回答は，“全くいない”から“非常にたくさんい

る”までの 5段階で回答を求めた。 

情報取得の機会：第四は，偶然的に情報伝達経路

となり得る他者との接触頻度を測定するために，

Small（2009）を参考に，幼稚園や保育園への送迎

頻度，幼稚園行事や園外イベントへの参加頻度，

公園などに行く頻度に回答を求めた（5件法）。 

（５）母親間での会話の内容 母親間の会話の内

容を把握するために，“子どもの教育”，“子ど

もの健康”，“子どもの防犯対策”，“テレビな

どの芸能ニュース”など 19項目を作成し，“その

他”と併せて 20項目を用いた。回答は，幼稚園や

保育園，小学校の子どもの母親と話すことのある

内容を全て回答するように求めた（MA）。 

（６）その他：年齢・職業，子どもの年齢等の属

性，被害経験，被害伝聞経験，視聴直後の認知・

感情反応，警察に対する信頼に回答を求めた。被

害経験については，本人および子どもの被害経験

の有無を尋ねた。被害伝聞経験については，家族

や友人から犯罪にあった話を聞いたことがあるに

ついて，“全く聞いたことがない”から“何度も

聞いたことがある”の４段階で回答を求めた。 
調査時期 2011年 9月～10月に調査を実施した。 

 

結 果 

調査対象者の属性 回答者の年齢は，平均 37.63

±5.24 歳であった。回答者の子どもの人数は，1

人が 26.7%，2人が 54.9%，3人が 15.3%，4人が

3.0%であり，平均の子ども数は約 2 人であった。

最年少児の年齢を基準に計数すると，46.3%の回

答者が0歳～5歳の幼稚園・保育園児であり，41.9%

の回答者が 6 歳～10 歳の小学校低学年，11.9%の

回答者が 11歳～15歳の小学校高学年児であった。 

家族構成については，4 人家族が 43%，3 人家

族が 26%と多くを占め，次いで 5人家族が 18%と，

これらの家族形態で約 8割を占めていた。つまり，

両親に子ども 1人もしくは 2人の核家族が多くを

占めていると考えられる。また，同居者について

は，全回答者のうち，“配偶者と同居”が 87.0%，

“父母と同居”が 16.7%，“祖父母と同居”が 2.3%，

“兄弟姉妹と同居”が 1.6%であり，このことから

も核家族が多くを占めている可能性がうかがえる。

さらに，居住形態については，“持ち家（一戸建て）”

が 56.7%と半数以上を占めており，次いで“持ち

家（集合住宅）”が 12.3%，“賃貸（一戸建て）”が

4.4%，“賃貸（集合住宅）”が 22.1%，“社宅・寮”

が 2.3%，その他が 1.9%であった。 

さらに，回答者の職業について見てみると，“専

業主婦”が最も多く，55.6%と半数以上を占めて

いた。それに次いで，“正社員”が 25.3%，“パー

ト・アルバイト”が 12.3%，“自営業・自由業”が

5.1%，“無職”が 1.2%，“その他”が 0.5%であっ

た。なお，36.5%が共働きであった。 

 

被害経験および被害伝聞経験 回答者の被害経験

については，自分が何らかの被害に遭ったことが

ある回答者が 26.3%，子どもが何らかの被害に遭

ったことがある回答者は，1.9%であった。なお，

少なくとも自分もしくは子どもの一方が被害に遭

った回答者は，27.0%であった。 

被害伝聞経験については，家族や友人から被害

に遭った話を聞いたことのない回答者が 51.9%で

あった。また，1～2回程度は聞いたことがある回

答者が 44.4%，反復的に聞いたことがある回答者

（“わりと聞いたことがある”と“何度も聞いたこ

とがある”を加算）が，3.8%であった。 

 

母親間の会話の内容の探索的検討 母親間で会話

にのぼる話題の肯定率を算出した（Table 1）。 



5 

 

Table 1 母親間で話される話題の肯定率 

会話の内容
肯定率
（%）

学校（園）での行事 87.2
学校（園）での出来事 82.8
子どもの教育 73.7
子どもの健康 69.3
家庭での出来事 69.1
お住まいの地域の行事やイベント 55.3
子どもの安全 53.7
日常生活でのストレス 50.9
お互いの趣味 44.0
親同士の人間関係 43.3
テレビなどで見た重大事件 41.4
お住まいの地域内でのうわさ 38.1
テレビなどで見た芸能ニュース 36.3
お住まいの地域の不審者情報 28.1
お住まいの地域の治安の状況 26.7
子どもの防犯対策 23.3
お住まいの地域の犯罪被害 22.6
防犯パトロールなどの地域活動 9.5
お住まいの地域の役所の施策 4.4
その他 0.5
N  = 430  

 

まず，“学校（園）での行事（87.2%）”，“学校

（園）での出来事（82.8%）”が 8 割以上を占め，

多くの母親で話されている実状が明らかとなった。

次いで，“子どもの教育（73.7%）”，“子どもの健

康（69.3%）”，“家庭での出来事（69.1%）”，“子ど

もの安全（53.7%）”，“日常生活でのストレス

（50.9%）”など，子どもの教育・健康・安全に関

連した話題や日常生活に関連した話題も 50%を超

えていることが示された。そして，“お住まいの地

域の行事やイベント（55.3%）”のように，他者と

の連携のもとに実施することが求められる事柄も，

母親間の会話の種となると考えられる。 

また，肯定率は少し下がるが，“お互いの趣味

（44.0%）”，“親同士の人間関係（43.3%）”，“テレ

ビなどで見た重大事件（41.4%）”，“お住まいの地

域内でのうわさ（38.1%）”，“テレビなどで見た芸

能ニュース（36.3%）”などが，3～4割程度の母親

において選択されていた。つまり，ある意味ゴシ

ップ的な話題が話されているのは半数程度の母親

においてであると考えられる。 

さらに，肯定率が大幅に下がるが，“お住まいの

地域の不審者情報（28.1%）”，“お住まいの地域の

治安の状況（ 26.7%）”，“子どもの防犯対策

（23.3%）”，“お住まいの地域の犯罪被害（22.6%）”

など，犯罪被害や治安に関する話題が話されてい

るのは 2割程度であった。そして，“防犯パトロー

ルなど地域活動（9.5%）”，“お住まいの地域の役

所の施策（4.4%）”は 1割に満たなかった。 

 

他者との会話と犯罪不安の 4 側面との関係 他者

との会話と犯罪不安の 4側面との関連を検討する

に先立ち，犯罪不安について基礎的検討を行った。 

（１）犯罪不安の 4側面の確認的因子分析 犯罪

不安について，荒井・藤・吉田（2010）に基づき

確認的因子分析を行った。認知には，“社会の治安

悪化認知”，“犯罪被害リスク認知”，“犯罪への遭

遇の楽観視”，“対処への楽観視”の潜在変数を想

定し，それぞれ観測変数へのパスを引いた。感情

には，“社会的不安”と“個人的不安”の潜在変数

を想定し，それぞれ観測変数にパスを引いた2。 

分析の結果，認知では，適合度指標が GFI = .95，

AGFI = .93，CFI = .95，RMSEA ＝ .05であり，十

分な値であると判断した。各潜在変数から観測変

数へのパス係数は，.34から.92の範囲で，いずれ

も有意であった。感情では，適合度指標が GFI 

= .93，AGFI = .88，CFI = .97，RMSEA ＝ .10

であり，許容できる範囲であると判断した。各潜

在変数から観測変数へのパス係数は，.78から.94

の範囲で，いずれも有意であった。 

                                                        
 
2 なお，犯罪被害リスク認知と子どもの被害リスク認知，
個人的不安と子どもの被害不安のそれぞれについて，項目

を合計し，項目数で除した値を合成変数として算出し，相

関係数を求めたところ，両者に高い相関係数が見られた

（認知 r = .70, p < .01；感情 r = .87, p < .01）。それゆえに，
本研究では，自分の被害リスク認知と子どもの被害リスク

認知とを併せて“犯罪被害リスク認知”，個人的不安と子

どもの被害不安とを併せて“個人的不安”とした。 
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また，各因子のクロンバックの α係数を算出し
たところ，“社会の治安悪化認知”で.74，“犯罪被

害リスク認知”で.83，“犯罪への遭遇の楽観視”

で.63，“対処の楽観視”で.55，“社会的不安”で.81，

“個人的不安”で.96 であった。以上の結果を踏

まえると，概ね因子の妥当性が確認されたと判断

した。ただし，“対処への楽観視”は，α係数が低
かったことから，以降の分析から除外した。 

（２）子どものための防犯対策 子どものために

実施している防犯対策を把握するために，各項目

の肯定率を算出した（Table 2）。 

 

 
 

Table 2に見る通り，“子どもが外出するときに

は，どこに行くのかを伝えるように教えている

（79.1%）”，“子どもが外出する時には，何時まで

に帰るかを伝えるように教えている（70.5%）”，

“一日の終わりに，子どもとその日の出来事につ

いて話すようにしている（51.6%）”，“子どもに安

全な場所・危険な場所を教えている（42.1%）”に

ついて，半数程度の母親が実施しており，子ども

への教育や子どもとの関わりを重視した対策が，

多くの母親に行われていると考えられる。 

逆に，“犯罪や防犯の情報を積極的に調べている

（6.0%）”，“子どもに GPS機能付き携帯電話を持

たせている（6.0%）”，“子どもの安全のために，

近隣住民同士で見回りを行っている（9.3%）”，“子

どもに緊急連絡先を書いたメモを持たせている

（9.8%）”において，肯定率が 1 割を下回ってい

た。このことから，実施に経済的な意味，労力的

な意味でコストの大きい対策については，実施さ

れにくいと考えられる。なお，実施している対策

の平均値は，5.78±3.57個であった。 

（３）犯罪不安および防犯対策の基礎的検討 各

因子について，項目を合計し，項目数で割った値

を算出した（Table 3）。また，自分，子どもの被害

経験によって，t検定を行った。 

その結果，被害経験のある人の方は，ない人と

比べ，治安悪化認知，犯罪被害リスク認知，社会

的不安，個人的不安が高く，防犯対策を多く行っ

ているが，遭遇への楽観視が低いことが示された。 

 

 

 

（４）他者との会話に関する基礎的検討 他者と

の会話に関して基本的な検討を行った。 

ネームジェネレータ：本研究では，回答者が思い

浮かべた他者との“やり取り頻度”や“特定の話

題の会話の頻度”について，各々4 人分を合算し

た値を用いた。具体的には，回答者が思い浮かべ

た他者 1人当たりの直接的な会話，携帯電話での

メール，PCでのメールの頻度を，人数分単純加算

した。それゆえに，直接的な会話，携帯電話での

メール，PCのメールとも 1～16点の範囲で，値が

Table 3 犯罪不安の平均値（SD） 

Mean SD Mean SD Mean SD t値 df

認知

治安悪化認知 4.42 (0.89) 4.64 (0.96) 4.34 (0.85) 2.98 186 **
被害リスク認知 3.22 (0.65) 3.43 (0.71) 3.14 (0.61) 4.28 428 **
遭遇への楽観視 2.86 (0.81) 2.49 (0.82) 2.99 (0.76) 6.00 428 **
感情

社会的不安 4.62 (0.83) 4.81 (0.85) 4.55 (0.82) 2.89 428 **
個人的不安 4.12 (0.94) 4.35 (0.99) 4.03 (0.91) 3.09 428 **
行動

防犯対策数 5.78 (3.57) 6.45 (3.99) 5.53 (3.38) 2.20 180 *

全体
（N = 430）

被害経験あり
（N = 116）

被害経験なし
（N = 314）

t検定

**p < .01, *p < .05
※いずれも，6件法

防犯対策
肯定率
（%）

子どもが外出するときには、どこに行くのかを伝えるように教えている 79.1
子どもが外出するときには、何時までに帰るか伝えるように教えている 70.5
一日の終わりに、子どもとその日の出来事について話すようにしている 51.6
子どもに安全な場所・危険な場所を教えている 42.1
不審者情報のメール連絡網やメーリングリストに登録している 40.2
普段から、近所の人とコミュニケーションをとるようにしている 40.2
塾などの送り迎えをしている 39.8
犯罪の被害にあいそうになった時の具体的な対策について教えている 37.7
幼稚園や小学校と犯罪に関する情報のやり取りをしている 32.6
子どもに防犯ベルを持たせている 29.1
日頃から、子どもの行動する範囲で危険な場所を把握している 24.0
同じように子ども持つ親と、犯罪に関する情報を共有している 19.5
買い物など普段することを、できるだけ登下校の時間に合わせて行う 15.1
子どもの安全のために、地域社会で防犯マップを作成している 11.2
犯罪情報のメーリングリストに登録している 11.2
子どもに緊急連絡先を書いたメモを持たせている 9.8
子どもの安全のために、近隣住民同士で見回りを行っている 9.3
子どもにGPS機能付きの携帯電話を持たせている 6.0
犯罪や防犯の情報を積極的に調べている 6.0
その他 3.0
N  = 430

Table 2 子どものための防犯対策の肯定率 
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大きいほど特定の他者とのコミュニケーション頻

度が多いことになる（平均値 7.29±3.85）。同様に，

想起した他者 1人当たりの特定の話題（地域の犯

罪，防犯活動，防犯対策，マス・メディアの報道，

警察への不満）の会話頻度を，人数分単純加算し

た。それゆえに，各話題とも 1～20点の範囲で，

値が大きいほどその話題を頻繁に話していること

になる（平均値：地域の犯罪＝8.64±4.90，防犯活

動＝7.18±4.38，防犯対策＝8.31±4.74，マス・メ

ディアの報道＝9.09±5.05，警察への不満＝5.82±

3.74）。 

携帯電話アドレスの人数：携帯電話に登録してい

るアドレス数は，全体で平均 82.2人（SD = 70.7；

Median = 60），母親友達で平均 16.5人（SD = 16.2；

Median = 10.0）であった。 

主観的な会話相手の数：子どもの安全や防犯対策

の話をする相手の数については，“全くいない”が

1.9%，“あまりいない”が 29.5%，“少しいる”が

48.8%，“割といる”が 19.3%，“非常にたくさんい

る”が 0.5%であった（平均値 2.87±0.75）。 

情報取得の機会：予期せずに情報に接する機会を

測定するために尋ねた，イベントの経験頻度につ

いて平均値（SD）を算出した結果，“学校・園の

行事”で 3.96（0.89），“地域の行事”で 3.04（1.03），

“公園に行く”で 3.00（1.07），“学校・園への送

迎”で 3.48（1.43）であった（いずれも，5件法）。 

（５）他者との会話と犯罪不安の 4 側面の関連 

まず，他者との会話の各変数と犯罪不安の 4側面

との相関係数を算出した（Table 4）。 

その結果，①特定の他者と犯罪や防犯に関して

話す機会が多いほど，犯罪不安も全般的に高かっ

た。また，②非意図的な情報接触の機会が多いほ

ど，身近な範囲（個人的水準）での犯罪不安が高

いと考えられる。さらに，③他者との会話が多い

ほど，防犯対策数が多かった。 

次に，他者との会話が犯罪不安に 4側面に及ぼ

す影響を検討するために，他者との会話に関する

各変数を説明変数，犯罪不安の 4側面を目的変数

とした重回帰分析（変数増減法，α＝.05）を行っ

た（Table 5）。 

 

特定他者との会話
直接的な会話頻度 .05 .02 -.06 .14 ** .04 .24 **
携帯メールの頻度 .02 -.03 -.07 .13 .04 .28 **
PCメールの頻度 .06 -.04 -.01 .06 -.03 .18 **
地域の犯罪の会話 .15 ** .13 ** -.17 ** .21 ** .16 ** .38 **
防犯活動の会話 .09 .07 -.12 * .16 ** .12 * .38 **
防犯対策の会話 .11 * .07 -.14 ** .18 ** .13 ** .40 **
マス・メディアの報道の会話 .13 ** .09 -.15 ** .26 ** .15 ** .30 **
警察への不満の会話 .12 * .11 * -.13 ** .21 ** .11 * .30 **
携帯のアドレス数
全体のアドレス .01 -.01 -.03 -.01 -.03 .10 *
母親友達アドレス -.03 -.02 -.03 -.02 -.02 .25 **
主観的な会話相手
防犯対策の会話相手数 -.04 -.05 -.08 .02 -.01 .31 **
情報取得機会
学校（園）の行事への参加 .08 .00 -.02 .10 * .08 .17 **
地域の行事への参加 .00 -.03 -.03 -.03 -.04 .27 **
公園に行く機会 .05 .11 * -.12 * .14 ** .21 ** -.02
学校への送迎機会 .09 .16 ** -.09 .14 ** .17 ** -.05

**p < .01, *p < .05

治安悪化
認知

犯罪被害
リスク認知

遭遇の
楽観視

社会的
不安

個人的
不安

防犯対策
数

Table 4 他者との会話に関する各変数と犯罪不安の４側面との間の相関係数（N = 430） 
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認知については，特定の相手と地域の犯罪問題

について話したり，学校への送迎機会が増えるほ

ど，社会の治安悪化認知や犯罪被害リスク認知が

高まり，逆に防犯対策の会話相手が増えるほど，

両者とも低下していた。また，特定の他者と PC

メールでの連絡が増えるほど，犯罪被害リスク認

知が低下していた。遭遇の楽観視については，特

定の相手と地域の犯罪問題について話すほど，あ

るいは公園に行く機会が多いほど低下していたが，

特定の他者と PC メールでの接触が増えるほど，

楽観視が促されていた。 

次に感情については，社会的不安と個人的不安

とも，公園に行く機会や学校への送迎機会が多い

ほど不安が強く，逆に特定の他者と PC メールで

の接触が増えるほど，あるいは防犯対策の会話相

手が多いほど不安が低かった。また社会的不安に

ついては，特定の他者とマス・メディアの報道に

ついて会話する機会が多いほど，不安が高かった。

一方，個人的不安については，特定の他者と地域

の犯罪について話をするほど不安が強く，地域の

行事へ参加する機会が増えるほど，不安が弱かっ

た。 

さらに，防犯対策については，特定の他者と防

犯対策の話をする機会が多く，母親友達の携帯電

話への登録数が多く，防犯について話す相手が多

く，地域への行事への参加機会が多いほど，多様

な対策が実施されていた。ただし，公園に行く機

会が多いほど，防犯対策数は減少していた。 

 

他者との会話，マス・メディアへの接触と犯罪不安の

4 側面との関係 以下ではまず，マス・メディア

について基礎的検討を行った。 

（１）マス・メディアへの接触頻度 各マス・メ

ディアへの接触頻度の平均値（SD）を算出した結

果，テレビで 4.32（1.03），新聞で 3.68（1.55），イ

ンターネットで 4.36（1.08），ラジオで 2.00（1.29），

雑誌で 2.09（1.12）であった（いずれも 6 件法）。

このうち，ラジオと雑誌への接触頻度が極端に低

いことから分析からは除外し，テレビ，新聞，イ

ンターネットへの接触頻度を合計し，項目数で割

 

特定他者との会話
直接的な会話頻度
携帯メールの頻度
PCメールの頻度 -.20 ** .15 * -.18 ** -.20 **
地域の犯罪の会話 .21 ** .31 ** -.26 ** .34 **
防犯活動の会話
防犯対策の会話 .27 **
マス・メディアの報道の会話 .43 **
警察への不満の会話
携帯のアドレス数
全体のアドレス
母親友達アドレス .12 **
主観的な会話相手
防犯対策の会話相手数 -.14 ** -.15 ** -.14 ** -.11 * .12 *
情報取得機会
学校（園）の行事への参加
地域の行事への参加 -.10 * .18 **
公園に行く機会 -.12 * .11 * .20 ** -.09 *
学校への送迎機会 .09 * .18 ** .11 * .11 *

R2 .04 ** .08 ** .06 ** .12 ** .11 ** .21 **

**p < .01, *p < .05

治安悪化
認知

犯罪被害
リスク認知

遭遇の
楽観視

社会的
不安

個人的
不安

防犯対策
数

Table 5 他者との会話の各変数が犯罪不安の４側面に及ぼす影響（N = 430） 
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った値を，全般的なマス・メディアへの接触頻度

として用いた（平均 4.12±0.85）3。 

（２）マス・メディアへの接触と犯罪不安，防犯

対策との関連 次に，マス・メディアへの接触と

犯罪不安および防犯対策との相関係数を算出した

（Table 6）。その結果，マス・メディアへの接触頻

度が多いほど，全般的に犯罪不安が高かいことが

示された。また，マス・メディアへの接触頻度が

多いほど，多様な防犯対策が行われていた。 

（３）他者との会話とマス・メディアへの接触と

の関連 他者との会話とマス・メディアへの接触

との相関係数を算出し Table 7に示した。Table 7

に見る通り，マス・メディアへの接触頻度が多い

ほど，特定の他者と携帯メールや PC メールでの

やり取りの頻度が多く，各話題について会話する

頻度が多かった。また，マス・メディアへの接触

頻度が多いほど，防犯対策に関する会話相手が多

く，地域の行事への参加の頻度が多かった。 

（４）他者との会話，マス・メディアへの接触が

犯罪不安の 4 側面に及ぼす影響 他者との会話，

マス・メディアへの接触を説明変数に，犯罪不安

の 4側面および防犯対策数を目的変数とした重回

帰分析（変数増減法，α = .05）を行った。 

分析の結果を，Table 8に示した。まず認知につ

いては，特定の他者と地域の犯罪について話をす

る機会や学校への送迎機会が多いほど，社会の治

安悪化認知と犯罪被害リスク認知とが高まり，防

犯対策に関して話をする相手が多いほど，両者と

も低下していた。また，マス・メディアへの接触

頻度が多いほど，社会の治安悪化認知が高まる一

方，特定の他者と PC メールで連絡をする頻度が

多いほど，犯罪被害リスク認知が低まっていた。 

                                                        
 
3本報告では，マス・メディア間の差異を議論することよ

りも，マス・メディアへの接触と他者との会話の影響力の

違いをより明確に議論するために，全般的なマス・メディ

アへの接触頻度を用いた分析を行った。 

Table 6 マス・メディアへの接触と 

犯罪不安および防犯対策との相関係数 

 

認知
社会の治安悪化認知 .12 *
犯罪被害リスク認知 .10 *
遭遇の楽観視 -.04
感情
社会的不安 .19 **
個人的不安 .11 **
行動
防犯対策数 .26 **

マス・メディア
への接触

**p < .01, *p < .05  

 

Table 7 他者との会話と 

マス・メディアへの接触との相関係数 

 

特定他者との会話
直接的な会話頻度 .06
携帯メールの頻度 .10 *
PCメールの頻度 .10 *
地域の犯罪の会話 .21 **
防犯活動の会話 .24 **
防犯対策の会話 .20 **
マス・メディアの報道の会話 .19 **
警察への不満の会話 .15 **
携帯のアドレス数
全体のアドレス -.05
母親友達アドレス .00
主観的な会話相手
防犯対策の会話相手数 .18 **
情報取得機会
学校（園）の行事への参加 .08
地域の行事への参加 .11 *
公園に行く機会 .00
学校への送迎機会 -.02

**p < .01, *p < .05

マス・メディア
への接触

 
 

また，特定の他者と地域の犯罪について話をする

機会の多さや公園に行く機会が多さは，被害への

遭遇の楽観視を抑制し，逆に，特定の他者と PC

メールでやり取りをする頻度が多くなることで，

被害に遭遇する可能性を楽観的に考えていた。 

次に，感情については，特定の他者と PC メー

ルでの接触頻度が少ないほど，あるいは公園や学

校への送迎の機会が多いほど，社会的にも個人的

にも不安が高まっていた。また，防犯対策の会話

相手が少ないことでも，社会的にも個人的にも不

安が高まることが明らかとなった。さらに，マス・

メディアへの接触頻度が多くなることで，社会に
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対する不安や個人的な不安が高まると考えられる。

ただし，地域の防犯活動について特定の他者と話

をしなくなるほど，あるいはマス・メディアの報

道について話をするほど社会的不安が高まってい

た。個人的な不安については，地域の行事への参

加機会が多いほど，自分や子どもの被害に対する

不安が低下していた。 

最後に行動については，特定の他者と防犯対策

の話しをする機会が多く，携帯アドレスに登録す

る母親の数が多く，地域の行事へ参加する機会が

多いことが，多様な防犯対策の実施をもたらして

いた。同様に，マス・メディアへの接触頻度が多

いほど，多様な防犯対策が行われると考えられる。 

 

考 察 

本研究の全体的目的は，他者との会話，マス・

メディアの両面から犯罪情報を捉え，犯罪情報へ

の接触が犯罪不安の 4側面に及ぼす影響を検討す

ることであった。具体的には，（１）他者との会

話と犯罪不安の 4側面との関連を検討すること，

（２）他者との会話とマス・メディアへの接触と

を同時に考慮して，犯罪不安の 4側面との関連を

検討すること，そして（３）そもそも日常生活で

なされる会話がどのようなものかを把握すること

を目的とした。以下では，この観点から議論する。 

母親間の会話の内容の探索的検討 本研究の結果

を踏まえると，最も頻繁に話題にのぼるのは，幼

稚園・保育園に関連する話題，子どもの健康・教

育・安全に関する話題，家庭に関する話題など，

日常生活に密着した話題であると考えられる。次

に頻繁に話題になるのが，テレビで見た重大事件

や地域内でのうわさなど，ゴシップ的な話題であ

ると推測される。一方で，犯罪被害や治安など安

全に関する話題については，会話にのぼる機会は，

それほど多くないのが現状であると思われる。 

確かに，我々はいつも犯罪についてばかり話を

 

特定他者との会話
直接的な会話頻度
携帯メールの頻度
PCメールの頻度 -.20 ** .15 * -.16 ** -.20 **
地域の犯罪の会話 .20 ** .31 ** -.26 ** .32 **
防犯活動の会話 -.17 *
防犯対策の会話 .28 **
マス・メディアの報道の会話 .53 **
警察への不満の会話
携帯のアドレス数
全体のアドレス
母親友達アドレス .15 **
主観的な会話相手
防犯対策の会話相手数 -.15 ** -.15 ** -.14 ** -.12 *
情報取得機会
学校（園）の行事への参加
地域の行事への参加 -.10 * .16 **
公園に行く機会 -.12 * .11 * .20 **
学校への送迎機会 .10 * .18 ** .12 * .12 *
マス・メディア
マス・メディアへの接触頻度 .11 * .18 ** .10 * .19 **

R2 .06 ** .09 ** .06 ** .16 ** .13 ** .24 **

**p < .01, *p < .05

治安悪化
認知

犯罪被害
リスク認知

遭遇の
楽観視

社会的
不安

個人的
不安

防犯対策
数

Table 8 他者との会話およびマス・メディアが犯罪不安の４側面に及ぼす影響（N = 430） 
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しているわけではない。ただし，例えば，“近所で

子どもがさらわれそうになった”など，身近な話

題が会話にのぼることで，頻度は少なくとも強い

インパクトを及ぼすような場合が存在するのかも

しれない。そう考えると，本研究では話題のイン

パクトとまでは測定していないが，話題になる内

容のインパクトを捉えることが必要となる。 

また，本研究の結果からすると，身近な話題や

ゴシップ的な話題や日ごろの愚痴など，いわば人

間関係を潤滑油になるような話題が多くを占めて

いた。地域住民間で会話することで人間関係が円

滑化するのであれば，犯罪抑止にとっては有意味

である。Sampson, Raudenbush, & Earls（1997）に

よれば，地域の集合的有能感（Corrective Efficacy）

の高まりは，暴力的犯罪の発生件数と関連する。

地域の集合的有能感を高めるには，お互いの考え

を知り，人間関係が円滑であることが必要であろ

うし，その意味で会話が重要な役割を果たす可能

性は十分に考えられる。 

他者との会話と犯罪不安の 4 側面との関係 先に

論じたように，身近な犯罪被害についての会話が

犯罪不安を考える上で重要である可能性は，特定

の他者と地域の犯罪問題について話をすることで，

社会的水準でも，個人的水準でも全般的に犯罪不

安が高まっている点からも推測される（Table 5）。

このことから，犯罪不安を考える上で重要なのは，

内容が身近であるという点と，伝える相手が重要

な他者である点であることが指摘される。つまり，

内容的に身近であるだけでなく，伝える相手が信

頼に足ると認識されることで，影響が増大すると

予想される。したがって，他者との会話の影響力

を考える上では，伝える相手と自分との関係性を

考慮する必要がある点であろう。 

また，興味深いことに，防犯対策に関する話題

を話しあえる他者が多いほど，社会的水準におい

ても，個人的水準においても，犯罪不安が低下し

ていた。こうした関係が成り立つのは，おそらく，

防犯対策に関して多くの人と話す過程で，不安を

他者と共有できるためではなかろうか。すなわち，

不安な気持ちを他者に話すことで，情動を発散し

たり，不安を低減したりしている可能性が示唆さ

れる（榎本，1997）。これを踏まえるならば，他

者との会話には，不安を増大する作用と不安を低

減する作用の二面性が存在する。 

さらに，情報接触の機会として，学校への送迎

頻度が多いほど，全般的に犯罪不安が高まってい

た。これは，学校や幼稚園・保育園という自分と

同じ境遇にある他者と接することで，たとえその

人が重要な他者ではなくとも，我々は影響を受け

てしまう可能性を示唆する。 

他者との会話，マス・メディアへの接触と犯罪不安の

4側面との関係 他者との会話の影響については，

特定の他者と地域の犯罪問題を話すこと，あるい

は偶然であれ情報を取得する機会が多いほど（学

校・園の送迎），不安が全般的に強まるという関係

が見られた。本研究の知見を踏まえると，こうし

た関係は，マス・メディアへの接触頻度を統制し

たとしても存在する（Table 8）。従来の研究では，

主にマス・メディアへの接触が，犯罪不安に及ぼ

す影響が注目されてきたが（Hale, 1996；Heath & 

Gilbert, 1996），こうした知見を踏まえると，他者

が伝える情報の影響を考慮することも必要である。 

ただし，逆に他者との会話の影響を統制したと

しても，マス・メディアへの接触が犯罪不安に影

響を及ぼしているのも事実である。特に，本研究

の結果からは，マス・メディアへの接触は，社会

的水準の犯罪不安を説明する上で，重要なファク

ターであると考えられる。このことは，Tyler

（1980）が指摘する，マス・メディアへの接触は，

社会的水準でのリスク判断や不安に影響を及ぼす

というインパーソナル・インパクト仮説を支持す

る結果である。また，興味深いのは，マス・メデ
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ィアの伝える報道を他者と話すことで，社会的不

安が高まっている点である。このことは，マス・

メディアと他者との会話の相互作用的な影響が存

在する可能性を示唆していると考えられる。 

いずれにしても，マス・メディアへの接触だけ

ではなく，他者との会話によっても我々の犯罪不

安は，大幅に変動することは確かである。それゆ

えに，マス・メディアの影響力だけではなく，他

者との会話（対人的コミュニケーション）につい

て，より詳細に分析するとともに，こうした研究

の蓄積が望まれる。 
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